
（８）　決算の概要

①　２０２０年度　資金収支計算書 の概要（27頁の(4)資金収支計算書参照）

　　　補正予算と比較して、その他の収入と資産運用支出の大幅な増加は、有価証券の償還による収入とその代替

　　有価証券の購入額（特定資産の積立）を総額表示したことによるものである。

　　　その他の科目の増減については、次に説明する「事業活動収支計算書の予算差異について」と同様の理由

　　である。

②　２０２０年度　事業活動収支計算書 の概要
予　　　算 決　　　算 差異(予算-決算) 構成率

1 学 生 生 徒 等 納 付 金 5,236,212,000 5,234,302,500 1,909,500 71.2%

2 手 数 料 119,549,000 110,495,606 9,053,394 1.5%

3 寄 付 金 107,619,000 110,006,731 △2,387,731 1.5%

4 経 常 費 等 補 助 金 1,406,926,000 1,429,713,503 △22,787,503 19.5%

5 付 随 事 業 収 入 84,884,000 93,108,180 △8,224,180 1.3%

6 雑 収 入 125,025,000 128,532,898 △3,507,898 1.7%

7 教 育 活 動 収 入 計 7,080,215,000 7,106,159,418 △25,944,418 96.7%

8 人 件 費 4,456,594,000 4,456,115,124 478,876 60.6%

9 ( 内 退 職 金 関 係 ) ( 171,979,000) ( 175,450,536) ( △3,471,536) 2.4%

10 教 育 研 究 経 費 2,287,620,000 2,151,221,733 136,398,267 29.3%

11 ( 内 減 価 償 却 額 ) ( 534,113,000) ( 531,432,082) ( 2,680,918) 7.2%

12 管 理 経 費 470,033,000 433,344,878 36,688,122 5.9%

13 ( 内 減 価 償 却 額 ) ( 23,484,000) ( 23,233,602) ( 250,398) 0.3%

14 徴 収 不 能 繰 入 額 等 14,600,000 10,706,500 3,893,500 0.1%

15 法 人 費 繰 出 金 0 0 0 0.0%

16 教 育 活 動 支 出 計 7,228,847,000 7,051,388,235 177,458,765 96.0%

17 △148,632,000 54,771,183 △203,403,183 0.7%

18 受 取 利 息 ・ 配 当 金 227,721,000 241,237,300 △13,516,300 3.3%

19 そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 470,000 470,000 0 0.0%

20 教 育 活 動 外 収 入 計 228,191,000 241,707,300 △13,516,300 3.3%

21 借 入 金 等 利 息 7,808,000 7,806,345 1,655 0.1%

22 そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 1,130,000 17,360,000 △16,230,000 0.2%

23 教 育 活 動 外 支 出 計 8,938,000 25,166,345 △16,228,345 0.3%

24 219,253,000 216,540,955 2,712,045 2.9%

25 70,621,000 271,312,138 △200,691,138 3.7%

26 資 産 売 却 差 額 0 0 0 0.0%

27 そ の 他 の 特 別 収 入 42,140,000 42,626,481 △486,481 0.6%

28 特 別 収 入 計 42,140,000 42,626,481 △486,481 0.6%

29 資 産 処 分 差 額 21,356,000 23,250,193 △1,894,193 0.3%

30 そ の 他 の 特 別 支 出 12,520,000 12,561,996 △41,996 0.2%

31 特 別 支 出 計 33,876,000 35,812,189 △1,936,189 0.5%

32 8,264,000 6,814,292 1,449,708 0.1%

33 65,917,000 0 65,917,000 0.0%

34 12,968,000 278,126,430 △265,158,430 3.8%

35 △263,114,000 △258,940,081 △4,173,919 △3.5%

36 △250,146,000 19,186,349 △269,332,349 0.3%

37 △2,685,590,785 △2,685,590,785 0 △36.5%

38 0 0 0 0.0%

39 △2,935,736,785 △2,666,404,436 △269,332,349 △36.3%翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

〔 予 備 費 〕
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【事業活動収支計算書の予算差異について】

　　　補正予算と比較して、その他の収入と資産運用支出の大幅な増加は、有価証券の償還による収入とその代替

【経常収支のグラフ(経常収支＝教育活動収支+教育活動外収支)】 経常収入＝73.5億

補正予算と決算の比較

≪経常収入39,461千円増≫

・手数料は、全ての部門で受験生が減少し、9,053千円の減となった。

・補助金は、大学･短期大学部で修学支援新制度の対象者増により7,366千円増、コロナ対応の補

助金で学園全体で5,421千円増、補助金区分の変更(6,343千円)もあり、総額で22,788千円の増と

なった。

・付随事業収入は、大学･短期大学部で入学前教育の受講料5,790千円を計上したほか、オープン

ユニバーシティ受講料が1,280千円増となった。

・雑収入は、退職者の増により退職交付金収入が2,787千円増となった。

・受取利息･配当金は、円安により仕組債及び外貨建債券で13,516千円の増となった。

≪経常支出161,230千円減≫

・経費は、学園全体で173,086千円の減となった。特に大学･短期大学部では、学内外のイベン

ト・学会・研修会等の中止、遠隔授業によって光熱水費が減少するなど、平常時に発生する経費

が大幅に圧縮され142,134千円の減となった。

・その他の教育活動外支出は、外貨建債券の早期償還があり為替差損（評価損）を計上したが、

運営方針に従い同一通貨で再投資を行った。（外貨での保有額は変わらない。）

≪経常収支差額271,312千円の収入超過…補正予算から200,691千円改善≫

教育活動収支は2013年度から支出超過が続いていたが、2020年度は収入超過に転じた。その理

由は、財政構造の転換ではなく、コロナウイルス感染症の感染拡大によって教育活動に制限がか

かり、大学･短期大学部を中心に平常時に発生する経費が大幅に圧縮された結果である。2021年度

当初予算では経常収支で支出超過となっており、収支改善への取組みを続けなければならない。

特別収支は、大学･短期大学部の除却増により資産処分差額が1,894千円増額し、補正予算から

1,450千円悪化したものの、結果として特別収支差額は6,814千円の収入超過となった。

予備費からの執行はなく、基本金組入前当年度収支差額は補正予算から265,158千円改善し、

278,126千円の収入超過となった。

基本金組入額は、補正予算から4,174千円の組入減となる258,940千円を計上した。なお、施設整備事

業に係る借入金の返済による未組入からの組入額は学園全体で167,930千円で、2020年度末の未組入額

は868,213千円となった。

以上の結果、当年度収支差額は補正予算から269,332千円改善し、250,146千円の支出超過が、

19,186千円の収入超過に転じた。
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③　連続貸借対照表（学園総額　2018年～2020度）
年度 2018年度

金  額 構成率 金  額 構成率 金  額 構成率
　固定資産 28,084,371 95.4% 28,285,077 97.1% 27,945,637 96.2%
　 有形固定資産 16,077,408 54.6% 16,059,163 55.1% 15,696,974 54.0%

土地 1,615,181 5.5% 1,615,181 5.5% 1,615,181 5.6%
建物 10,591,824 36.0% 10,346,490 35.5% 10,055,476 34.6%
構築物 497,500 1.7% 464,685 1.6% 437,860 1.5%
教育研究用機器備品 771,147 2.6% 971,103 3.3% 875,479 3.0%
管理用機器備品 44,133 0.1% 41,970 0.1% 41,271 0.1%
図書 2,556,917 8.7% 2,619,028 9.0% 2,669,321 9.2%
車輌 706 0.0% 706 0.0% 2,306 0.0%
建設仮勘定 0 0.0% 0 0.0% 80 0.0%

　 特定資産 11,924,215 40.5% 12,152,090 41.7% 12,160,490 41.8%
第３号基本金引当特定資産 390,579 1.3% 391,454 1.3% 391,854 1.3%
退職給与引当特定資産 813,000 2.8% 823,000 2.8% 831,000 2.9%
減価償却引当特定資産 10,321,000 35.1% 10,538,000 36.2% 10,538,000 36.3%
その他の特定資産 399,636 1.4% 399,636 1.4% 399,636 1.4%

　 その他の固定資産 82,748 0.3% 73,824 0.3% 88,173 0.3%
電話加入権 4,789 0.0% 4,789 0.0% 4,789 0.0%
ソフトウェア 38,441 0.1% 28,760 0.1% 28,030 0.1%
ソフトウェア仮勘定 0 0.0% 2,118 0.0% 19,981 0.1%
有価証券 29,026 0.1% 28,151 0.1% 27,751 0.1%
長期貸付金 8,269 0.0% 8,410 0.0% 6,746 0.0%
その他 2,223 0.0% 1,596 0.0% 876 0.0%

 流動資産 1,354,138 4.6% 841,067 2.9% 1,111,829 3.8%
現金預金 1,076,794 3.7% 568,151 2.0% 877,374 3.0%
未収入金 254,728 0.9% 255,354 0.9% 204,999 0.7%
短期貸付金 14,668 0.0% 12,022 0.0% 10,619 0.0%
その他 7,948 0.0% 5,540 0.0% 18,837 0.1%

資産の部合計 29,438,508 100.0% 29,126,144 100.0% 29,057,466 100.0%
　固定負債 3,856,647 13.1% 3,706,247 12.7% 3,517,782 12.1%

長期借入金 2,291,760 7.8% 2,123,830 7.3% 1,925,900 6.6%
退職給与引当金 1,564,887 5.3% 1,582,417 5.4% 1,591,882 5.5%

　流動負債 1,746,512 5.9% 1,609,300 5.5% 1,450,960 5.0%
短期借入金 347,950 1.2% 347,930 1.2% 347,930 1.2%
未払金 393,820 1.3% 283,391 1.0% 229,649 0.8%
前受金 865,733 2.9% 842,732 2.9% 738,197 2.5%
預り金 139,009 0.5% 135,247 0.5% 135,184 0.5%

負債の部合計 5,603,159 19.0% 5,315,547 18.3% 4,968,742 17.1%
基本金 26,136,291 88.8% 26,496,188 91.0% 26,755,128 92.1%
繰越収支差額 △2,300,942 △7.8% △2,685,591 △9.2% △2,666,404 △9.2%

純資産の部合計 23,835,349 81.0% 23,810,597 81.7% 24,088,724 82.9%
負債及び純資産の部合計 29,438,508 100.0% 29,126,144 100.0% 29,057,466 100.0%
【注記】

1,204,093 4.1% 1,036,143 3.6% 868,213 3.0%

貸借対照表のグラフ

（単位:千円）
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④　財務比率分析（2018年～2020年度） ※比率（％）は、小数点第1位未満四捨五入

年度 2018 2019 2020 年度 2018 2019 2020

比率名 年度 年度 年度 比率名 年度 年度 年度

学生生徒等納付金 固定資産

経常収入 純資産

補助金 固定資産

事業活動収入 純資産+固定負債

人件費 流動資産

経常収入 流動負債

人件費 特定資産

学生生徒等納付金 総資産

借入金等利息 総負債

経常収入 総資産

教育研究経費 総負債

経常収入 純資産

管理経費 運用資産-総負債

経常収入 総資産

減価償却額 基本金

経常支出 基本金要組入額

基本金組入額 運用資産

事業活動収入 要積立額

教育活動収支差額 年度 2018 2019 2020

教育活動収入計 比率名 年度 年度 年度

経常収支差額

経常収入

事業活動支出

事業活動収入-基本金組入額

102.8

52.3

№
区
分

№
区
分

1

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

学生生徒等納付金比率 71.2 73.7 13

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

固定比率 117.8 118.8

14 固定長期適合率 101.4

116.0

101.2

3 人件費比率 64.2 64.9 15 流動比率 77.5

2 補助金比率 15.8 16.3

76.6

19.7

60.6

4 人件費依存率 90.1 88.2 16 特定資産構成比率 40.5 41.7 41.885.1

5 借入金等利息比率 0.1 0.1 17 総負債比率 19.0 17.10.1 18.3

6 教育研究経費比率 26.4 28.6 18 負債比率 23.5 22.3

7 管理経費比率 6.8 7.1 19 内部留保資産比率 25.2 25.5

8 減価償却額比率 7.6 7.8 20 基本金比率 95.6 96.2

9 基本金組入比率 4.4 5.1 21 積立率 106.1 101.9

96.9

10 教育活動収支差額比率 -0.9 -4.2 №
区
分

算出方法0.8

算出方法 算出方法

3.7

99.7

20.6

27.9

100.8

7.1

71.2

29.3

5.9

7.8

3.5

11 経常収支差額比率 2.3 -1.0

22

活
動
区
分

資
金
収
支

教育活動資金収支差額

6.5 3.4

12 基本金組入後収支比率 102.7 105.8 教育活動資金収入計

教育活動資金収支差額比率

財務比率分析について

【事業活動収支計算書関係】

2013年度から教育活動収支の支出超過が続いていたが、2020年度は収入超過となった。改善の要因は、コロナウイルス感染症の

感染拡大によって教育活動に制限がかかり、大学･短期大学部を中心に平常時に発生する経費が大幅に圧縮されたためである。財

政構造が改善したわけではないことから、引続き課題改善に取組まなければならない。

教育活動収支と経常収支の推移(3年分)を学校別にみると、大学･短期大学部はプラスを維持し、附属高校と余市高校は改善傾向

にある。これは、学生生徒を安定的に確保(附属高校と余市高校は生徒数が増加)していることが大きい。一方で、女子中高は生徒

数の減少による収支の悪化が顕著になっており、生徒確保を中心に据えた収入の確保と支出の抑制が求められる。附属高校と余市

高校は生徒数を確保していながら経常収支が均衡しない状況となっているため、支出の適正化に努めなければならない。（2020年

度経常収支差額比率:大学･短期大学部5.4％、女子中高△14.0％、附属高校△6.6％、余市高校△9.5％）

収支の健全化に向けては、学生生徒を安定的に確保し、支出を収入規模に見合うように抑制することによって教育活動収支の収

入超過を確保することが必須である。今後、学園全体の目標とそれを達成するための学校毎の目標を設定し、目標達成に向けた取

組みを進めることとしている。

※2020年度に高等教育の修学支援制度が開始し、収入(補助金)と支出(奨学費)を両建てで計上することによって、事業活動収支計

算書関係の財務比率が変化した。全国平均は、修学支援制度の開始前の2019年度であり注意されたい。

【貸借対照表関係】

流動比率が76.6％と一般的な解釈では短期的な支払い能力に欠ける水準にあるが、流動負債14.5億円に対して運用資産（現金預

金＋特定資産＋有価証券)を130.7億円保有しており、当面の資金繰りに不安はない。特定資産構成比率、積立率はいずれも全国平

均を大きく上回っており、内部留保資産比率は2018年度から2.7％上昇している。

総負債比率及び負債比率は、2012年度から2016年度の大規模な施設設備事業費用の一部を日本私立学校振興･共済事業団と北海

道私学振興基金協会の借入金(総額24.8億円)で賄ったことから、全国平均と比して高くなっているが、計画どおりの返済によって

比率が年々低下している。

今年度、減価償却引当金累計額の100％積立を理事会方針とする減価償却引当特定資産について、当初予算編成時点で学園運営

に必要な流動資産を確保できない見通しとなったため、積立てを見送った。永続的な学園運営と教育の発展には資産の充実が必要

であり、施設設備の取替更新の資金を十分に確保するためにも、教育活動収支の改善と合わせた財政基盤の強化に努めなければな

らない。

【活動区分資金収支計算書関係】

教育活動資金収支差額比率は、学園総額ではプラスであるものの、学校別にみると大学のみプラスであり、中等教育部門はマイ

ナス状態が続いている。教育活動においてプラスのキャッシュフローを生み出すことが、施設設備の充実や特定資産の積立の条件

となる。
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